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１．はじめに 

(1)背景 

大規模な災害では、長期間にわたり広い地域で復興プログラムが実行されるため、地域や分野ごとの復

興状況を定期的に評価する必要がある。それには、客観性および様々な分野の横断的比較可能性という点

から、統計データに基づく復興指標を用いることが有効と考えられる。 
指標には、大きく主観指標と客観指標に分けることが出来る。アンケート調査等による主観指標は、被

災者の実感を把握できるメリットがある。復興状況の分析としては、2001 年によりアンケート調査による

「生活復興調査」が実施され、生活再建状況と生活復興感指標について田村ら 1)が、被災者の経済状況に

ついては田村ら 2)、2003 年時点での生活再建状況については矢守ら 3)、長期的な生活再建の要因分析につ

いては立木ら 4)などの研究成果が発表されている。 
一方、統計データ等の客観指標による分析は、被災者の属性や主観の影響を受けず、事実を客観的に把

握することが可能であるため、地域間や災害間の違いを横断的に比較するために有効である。産業や人口、

住宅など個別には紹介されているものの、幅広い分野から復興状況を横断的に評価する試みは数少ない。

包括的な客観指標の提案としては、神戸市を対象にした柄谷らによる多様なマクロ指標を用いて復興状況

を４種類にパターン化した分析 5)や時系列分析に基づく復興指標の提案と復興過程の分析 6)がある。 
 
(2)目的 

先行研究でも指摘されているように、複数の災害間で地域の復興状況を比較・分析するためには、様々

な指標を統一された方法で分析することが必要である。本研究では、阪神・淡路大震災の事例研究から各

分野を代表する一般的な統計データを用いて復興状況の長期的な評価手法を提案すると共に、その評価手

法を用いて震災から約 10 年間の復興状況を分析することを目的とする。さらに、他の災害との復興状況

の比較をするためのベンチマークとなる復興指標について考察することを目的とする(1)。 
 

２．復興指標の設定 

(1)対象地域 

阪神・淡路大震災において災害救助法の対象地域となった 10 市 10 町（当時）を対象とした。 

(2)対象分野 

指標としては、生活・産業の復興過程を長期的に把握することを目的とし、代表的な人口、住宅、製造

業、小売業、オフィス、観光の６分野について復興指標を設定する。 

(3)比較対象 

本研究では、①被災地前との比較、②被災地外との比較、③被災地どうしでの比較、の３つの視点で分

析している。まず復興指標を「震災直前の値」を 100 と標準化して、震災前の状況と比較する（既に標準

化された指標であるオフィス空室率を除く）。さらに、「被災地の平均値」と「被災地外の兵庫県/全国/兵
庫県の平均値」をベンチマークとして比較分析している。その後、被災地内の地域間格差を把握するため、

被災 10 市及び神戸市 9 区について、人口・住宅・製造業・小売業の 4 分野のレーダー・チャートを作成

し分析を行っている。 

(4)指標の選定 

本稿においては、統計指標を、ある時点でのストック量を示す「ストック指標」（例：住宅ストック数、



人口、等）と、一定期間でのストックの変化状況（変化率）を示す「フロー指標」（例：住宅着工戸数、人

口の社会増減、等）、ストックの稼働状況・利用状況を示す「準ストック指標」（例：製造品出荷額、商品

販売額、観光客数、空室率、等）の３種類に分類して考える。 
復興状況を調べる場合、望ましいのはストック指標、準ストック指標である。これらはある時点のスト

ックの状態の分析に加え、年ごとの変化量をとればフロー指標としても利用できる。本稿では、原則とし

てストック指標、準ストック指標を採用したが、住宅の経年分析については調査年次の制約(2)からフロー

指標である新設着工戸数を用いている。 
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図 1 フロー指標とストック指標 

 
(5)復興の定義と指標の評価方法 

統計にて復興したかどうかを判断する場合、比較対象によって以下のような幾つかの定義が考えられる。 
 

表 1 長期復興指標における復興の定義 

■A：災害前との比較による定義 

A-1：ストックが、震災前の状態以上に回復 （直前値比較） 

（例：人口や住宅数が、震災直前値以上に回復） 

A-2：ストックが、震災前のトレンド推計値以上に回復 （トレンド推計値比較） 

（例：人口が毎年１%減少していた地域であれば、震災 5 年後には「地震が無かったと仮定し

た場合の推計値」である直前値マイナス 5％の水準以上に人口が回復） 

A-3：フロー指標（＝ストックの変動率）が、災害前の水準に回復 （変化率比較） 

（例：災害後、急増した着工数が平年値の定常状態に回復） 

■B：他地域との比較による定義 

B-1：ストック（フロー）が、被災地外（全県、全国平均等）と同じレベルに回復 （被災地外水準比較） 

B-2：ストック（フロー）が、被災地内平均と同じレベルに回復 （被災地内水準比較） 

 
本研究では、被災直前値を 100 として統計値を標準化し、被災地域外とのストック指標の推移を比較す

ることで、まず A-1（直前値比較）、B-1（被災地外水準比較）により、復興したかどうかを判断する。そ

の後、10 市・9 区について B-2（被災地内水準比較）による評価も行う。 
 

３．阪神・淡路大震災後の復興指標分析 

震災前の値を 100 として、その変化を被災地（災害救助法対象の 10 市 10 町）と被災地外とで比較し、

分野別の復興の特徴について分析した。 
 

(1)人口 

人口については、被災後に 4 ポイント落ち込んだ後、3 年目から上昇に転じ、7 年目には震災前の水準

にまで回復している。変化率については、地震後 5 年目からは、被災地では震災前とほぼ同じ変化率で増



加傾向が続き、被災地外では減少に転じている。しかしながら、表 1 の A-2 トレンド推計値で考えた場合

には、震災前のギャップを埋めるまでには至っていない。 
 

(2)住宅 

新設住宅着工戸数をみると、震災後 2 年間は、新設住宅着工戸数が 2 倍以上に増加しているが、震災の

影響は約 3 年で終了し、4 年目以降は震災前をやや下回る水準で安定している。図 2 と図 3 を比較すると、

住宅の着工が概ね終了した 4 年目以降から人口が急回復し始めていることが分かる。 
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図 2 人口の推移（兵庫県推計人口より）                  図 3 新設住宅着工戸数の推移（住宅着工統計より） 

 

(3)製造業 

震災前は、全国、被災地、被災地外ともに、ほぼ同じ傾向で推移している。しかし震災後は、製造品出

荷額については、震災により被災地と被災地外とに 15 ポイントのギャップが発生し、そのギャップはそ

の後も縮小せず、2005 年には 30 ポイントにまで拡大している。被災者の生活再建に関係する雇用の指標

として従業者数の推移をみても、減少したギャップが回復する様子は見えない。 
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図 4 製造品出荷額の推移（工業統計より）               図 5 製造業従業者数の推移（工業統計より） 

 

(4)商業 

製造業と同様に、小売業販売額においても、震災後に被災地と被災地外とでギャップが生じている。小

売業販売額では、2002 年には 6.8 ポイントにまで広がったギャップは、2004 年には 4.9 ポイントまで縮

小している。しかし従業者数については、被災地と被災地外で 5.5 ポイントのギャップが生じ、それは 2004
年でも 6.4 ポイントと縮まることなく続いている。 
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図 6 小売業販売額の推移（商業統計より）                図 7 小売店従業者数の推移（商業統計より）  

 

(5)オフィス空室率 

震災前、神戸市のオフィス空室率は、大阪市より高く京都市より低い水準だった。地震でオフィスビル

が被害を受けたため、地震直後には一時的に空室率が減少した。しかし、その後ビルの建て替えが進んだ

ため 4 年目以降は空室率が大きく上昇し、京都市、大阪市と比べて空室率が高い状態が続いている。 
 

(6)観光 

震災後の 95 年には、93 年の水準から 35 ポイント減少したが、その後回復傾向に転じた。98 年度には

明石海峡大橋が開通、2000 年度には淡路花博が開催された効果もあり、98 年度以降は、震災前の水準を

超えた観光客が訪れている。 
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図 8 オフィス空室率の推移                        図 9 観光客数の推移（兵庫県資料より）   

（CB・ﾘﾁｬｰﾄﾞｴﾘｽ「ｵﾌｨｽ・ﾏｰｹｯﾄ・ﾚﾎﾟｰﾄ」より） 

 

(7)分野別にみた復興プロセスの特徴 

これらの指標を見ると、分野により復興速度に大きな違いがあることが分かる。住宅の着工が進むにつ

れ人口が回復し、また明石海峡大橋の開通を契機に観光客数が回復した。一方、商業、製造業、オフィス

という産業分野の指標は、震災による影響が 10 年を超えても回復していない。一旦離れていった企業や

雇用を取り戻すのは困難であり、「被災しても重要な事業については継続する」という事業継続計画（ＢＣ

Ｐ：Business Continuity Plan）の考え方を取り入れるなど、災害発生前の備えが重要である。 
 

４．被災地内格差の把握 

復興プロセスにおいては、定期的に地域ごとの復興状況、被災地内での地域間格差を評価し、地域の状

況に応じた施策を講じる必要がある。そのためには被災地内平均との比較分析が必要である。ここでは、

被災地の 10 市と神戸市の 9 区を対象に、人口、住宅、製造業、商業の４分野について、震災前の水準を



100 として、「震災前の水準との比較」と「被災地平均との比較」が可能なレーダー・チャートを用いて分

析を行った。例として、被害が大きかった臨海部の被災地である西宮市、長田区のチャートを示す。西宮

市では製造品出荷額を除いて被災地平均を上回り、人口・住宅戸数は震災前水準も上回っているのに対し

て、長田区は四分野全てで被災地平均、震災前水準を下回っている。 
各市区の分析結果のまとめを表 2 に示す。人口、住宅については震災前の水準を回復した自治体が多い

一方、工業、商業については震災前水準を回復している自治体は少ない。また神戸市の中では、長田区は

４分野全てにおいて震災前水準にも被災地平均の水準にも達していない。一方、被災が軽微であった北区、

西区は、４分野全てで震災間水準も被災地平均も上回っている。 
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図 10  四分野の地域復興チャート事例 （西宮市、神戸市長田区） 

 

表 2 四分野別にみた被災市区の復興状況の概要 

 都市名 神戸 尼崎 洲本 三木 西宮 宝塚 川西 芦屋 伊丹 明石 

人口（2005/1994） ○ × × × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

住宅戸数（2003/1993） ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ 

製造品出荷額（2004/1994） △ × × △ × × × × △ △ 

小売業販売額（2004/1994） × × × △ △ △ △ × △ △ 

 

区名（神戸市） 長田 兵庫 須磨 垂水 中央 灘  東灘 北  西 

人口（2005/1994） × × × × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

住宅戸数（2003/1993） × ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ 

製造品出荷額（2004/1994） × × × × × ◎ △ ◎ ◎ 

小売業販売額（2004/1994） × × × ◎ × × ◎ ◎ ◎ 

◎：震災前水準、被災地平均ともに超えている       ○：震災前水準は超えているが、被災地平均以下である 

△：震災前水準以下であるが、被災地平均を超えている ×：震災前水準、被災地平均のいずれにも達していない 

５．長期復興指標による災害間の復興状況比較の可能性 

国内外の災害の復興プロセスを比較する際、本研究で提案した長期復興指標を用いることにより、類似

の基準で比較研究を進めることが可能となる。図 11、12 では異なる災害の被災地復興プロセスを比較し

ている。人口については長期的には災害前のトレンド（変化率）に回復しているが、災害による急減があ

るため、「災害が無かったと仮定したトレンド推計値」まで回復したケースはみられない。 
例えば阪神・淡路の被災地が「復興した」と言われるが、災害前からの増加トレンドによって、被災に

よる落ち込みが回復した効果に過ぎないとも言える。災害が無かったと仮定した「あったかもしれない神

戸」の姿を震災前のトレンドから推計(3)すると、震災 10 年後の 2005 年推計人口は約 163 万人となり、実

際の人口約 152 万人とは約 11 万人（約 7％）の開きがある。この未回復ギャップは他の災害でも発生し

ており、今なお残る被災地の傷跡だと言える。見方を変えれば、この未回復ギャップを 小化することは

復興施策の一つの目標となるだろう。 
また新設住宅着工戸数の推移をみると、長期化する火山災害では住宅着工のピークが災害発生時から遅

れることが分かる。これらの長期復興指標のデータの蓄積により、災害種や地域、時代等の条件の違いが



復興に及ぼす影響について比較分析することが期待できる。 
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図 11 各災害被災地の人口推移の比較              図 12 各災害被災地の新設住宅着工戸数の比較 

 

６．まとめ 

復興施策の効果や復興の地域間格差、分野別格差を評価する手法として、本研究で示した長期復興指標

の活用は有効であり、未回復ギャップの存在等が明らかになった。今後の復興研究において複数の災害・

地域の客観的データによる比較分析は重要なテーマになる。そのためには、本稿で提案した長期復興指標

等の基礎データを整理し、研究者が利用できる環境を整えることが重要である。 
なお、今回採用した指標については、調査から結果公表までタイムラグや、調査年の制約、対象エリア

の区分基準などの検討課題が残されている。また実際の施策の検討では、被災者の心情・満足度等の主観

的要因を把握するため、アンケートによる生活復興感等の指標も併せて用いる必要がある。 
 

補注 

(1)本稿のベースとなったアイデアは、著者が（株）ＵＦＪ総合研究所（現・三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株））

に在籍していた当時、兵庫県から受託した「指標等を用いた震災復興 10 年の成果分析調査」の業務に負うところが大き

い。記して、当時研究においてお世話になった関係者各位に謝意を示す。 

(2)住宅ストックの状況を調べている住宅・土地統計調査は５年ごとであるため。 
(3)震災直前 5 年間の人口を回帰分析し、「（人口）＝1,0391×（西暦年）-19,199,554」の推計式を得た。 
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